
第42期　決算公告

株式会社佐賀県農協共済福祉事業社

繰延税金資産（流動）

【株主資本　　　       　　　　】 【　   229,643,171】

　　　【資本金　       　　　　 】 【　    60,000,000】

　　　【利益剰余金　　        】 【     169,643,171】

(　    169,643,171)

１．税効果会計及び減損会計を適用

（その他利益剰余金）

純　資　産　の　部

360,000

（無形固定資産） （　    　 　310,568）

減価償却累計額（車両）

出資金（その他） 2,500

204,391

賞与引当金 3,482,074

【　     44,217,497】

△16,012,125

目的積立金 50,000,000

3,058,523

120,516

商品券 368,400318,380

36,217,422

預り入湯税 215,550

5,933,442

定期預金（3ヶ月超） 180,000,000

クーポン

36,190,882

売掛金

未払法人税等 4,805,600

【固定資産　　　　       　　　】 役員退職慰労引当金

【引当金等　　　　　       　　】

退職給付引当金 42,302,497

未払消費税等 2,408,700

商　品

未払金（その他）

代理店勘定（損害）

1,526,321 預り金

1,874,035 仮受金

4,076,253

5,489,387

その他無形固定資産

（投資その他の資産）

減価償却累計額（工具） △26,895,385

出資金（組合）

310,568

（　 　　18,721,604）

貸　借　対　照　表
平成22年3月31日　現在

車両運搬具 16,457,682

1,915,000

負債の部合計 110,331,517

【流動資産　　　　       　　　】【      316,943,170】

資　産　の　部

（　　　　3,999,346）

現金及び預金

未収収益

貸倒引当金（流動）

85,569,286

1,952,110

（有形固定資産）

代理店預金

前払い費用

原材料及び貯蔵品

負　債　の　部

科　目 金　額 科　目 金　額

【      66,114,020】

買掛金 9,419,918

△174,000

資産の部合計 339,974,688 負債・純資産の部合計 339,974,688

工具器具備品 30,449,174

【　     23,031,518】

単位：円

繰延税金資産（固定） 18,359,104 純資産の部合計 229,643,171

別途積立金 100,000,000

繰越利益剰余金 19,643,171

【流動負債　　　       　　　　】



株式会社　佐賀県農協共済福祉事業社

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　１．資産の評価基準及び評価の方法

  　　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　

        ①商品 最終仕入れ法（期間損益の計算上弊害がないと考える場合や、期末棚卸資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 産に重要性が乏しい場合のみとする）

　　　　②料理飲料材料 最終仕入れ法（期間損益の計算上弊害がないと考える場合や、期末棚卸資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 産に重要性が乏しい場合のみとする）

　　２．固定資産の減価償却の方法

  　　（１）有形固定資産（リース資産を除く）

        ①平成19年4月1日以降取得資産

　 　　　　法人税法に定める定率法。

        ②平成19年3月31日以前取得資産

　 　　　　法人税法に定める旧定率法。

  　　（２）リース資産

　　　　①所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　 自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法を採用しています。

　　　　②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

　　３．引当金の計上基準

　　  （1）貸倒引当金　

           債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

        定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　  　（２）賞与引当金　

           社員に支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額のうち当期対応分を計上しています。

　  　（3）退職給付引当金　

           社員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末に発生して

         いると認められる、期末会社都合退職金支給額を計上しています。

　  　（４）役員退任慰労金引当金　

           役員に対する退職慰労金に備えるため、内規に基ずく期末要支給額を計上しています。

個　別　注　記　表



　　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　  　（１）消費税の会計処理

           消費税については税抜経理方式によっています

　  　（２）リース取引に関する会計処理

           リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　 通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。

　　５．会計処理の変更

　  　（１）資産除去債務に関する会計基準を適用

　　債務に関する会計基準の適用指針｣(平成20年3月31日付け企業会計基準委員会 企業会計基準

　　　適用指針第21号)を適用していますが、これによる影響はありません。

１．当期末における発行済株式の数

　　普通株式　　　　　　６０，０００株

２．当期純利益　　１５，９６５，５４４円

「資産除去債務に関する会計基準｣(平成20年3月31日付け企業会計基準委員会)及び｢資産除去

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記


